
５ 台 湾                Taiwan       

 

<2006年> 

人口 2,288万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約１/６)
為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 15,640ドル 通貨  台湾元

産業構造(ＧＤＰ構成比)　　１次産業  1.6％
１米ドル＝32.531台湾元

２次産業  24.6％
面積 3.6万k㎡ (九州とほぼ同じ)

３次産業  73.9％
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＜2006年の経済＞ 

2006年の経済成長率は4.6％となり、05年の4.0％を上回る成長となった。年前半を中心にＩ

Ｔ関連財の輸出が好調であったことから、外需が景気をけん引した。しかし年後半にかけては、

世界経済の減速やＩＴ関連財を中心とする在庫調整の影響を受け、輸出の伸びが緩やかとなっ

たことから、景気の拡大は緩やかとなった。内需をみると、民間消費は原油高や個人向けクレ

ジットカード債務の急増による金融機関の貸出規制の厳格化から伸び悩んだが、年末にかけて

持ち直し、前年比1.5％増となった。また、年前半に減少が続いた民間投資は、年後半にかけて

ＩＴ業種の投資が活発化したことなどから回復に転じ、通年では同2.1％増となった。 

雇用状況をみると、失業率は低下しており、06年は3.9％と01年以来の低水準となった。また、

消費者物価上昇率は、総合については、原油価格や食料品価格の落ち着きから06年通年では同

0.6％と低下した。コア消費者物価上昇率は、06年通年で同0.5％と安定的に推移した。 

  



95～04年 2005年 2006年 2007年

政府 ＡＤＢ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 4.7 4.0 4.6 4.3 4.3 4.2 実質ＧＤＰ

  民間消費 同上 5.0 2.7 1.5 3.2 ― ―

  民間投資 同上 6.1 ▲ 0.2 2.1 1.7 ― ― 平均　

鉱工業生産 同上 4.6 4.1 5.4 ― ― ― 4.0

消費者物価 同上 1.2 2.3 0.6 1.4 1.6 1.5 最大　

失業率 ％ 3.5 4.1 3.9 ― ― 3.8 4.5

経常収支 億米ドル 160.2 251.9 210.5 259.5 259.0 最小　

（ＧＤＰ比） ％ (4.6) (7.1) ― (6.7) (7.1) 3.5

財政収支 億米ドル ▲ 128.6 ▲ 111.4 ― ― ― （27社）

（ＧＤＰ比,年度） ％ (▲3.7) (▲3.1) ― ― ―

政府債務残高 億米ドル 1,144 1,210 ― ― ―
（ＧＤＰ比,年度末） ％ (33.0) (34.0) ― ― ―
(備考) 1.行政院主計処、経済部統計処統計。政府見通しは行政院主計処（2007年２月）、

ＡＤＢは“Asian Development Outlook”(2007年３月)、ＩＭＦは“World Economic Outlook”（2007年４月）による。
　　　 2.政府債務残高は中央政府の債務。

       3.2006年の財政収支は中央政府の期初予算ベース。  

台湾の主要経済指標

 

 

＜2007年の経済見通し＞ 

2007年の経済成長率は、ＩＴ関連財を中心とした輸出の伸びが緩やかとなるとみられるもの

の、民間消費等の内需の回復が景気を下支えすることなどから、４％程度と見込まれる（台湾

当局見通し4.3％（07年２月時点）、民間機関27社の平均4.0％（07年４月時点））。民間機関の見

通しは、半年前（06年10月時点3.8％）から上方修正された。また、07年は「2015年に向けた経

済発展ビジョン－第１段階３年スパート計画（07～09年）－」（後述）のうち、輸送網や上

下水道の整備等の公共事業を予定しており、これらが内需の下支え要因となることが考え

られる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政政策については、2006年度の財政収支は3,625億元（ＧＤＰ比3.1％）の赤字となった。

近年景気対策に伴うさまざまな減税措置を実施していることなどから、99年度以降財政赤字が

続いている。政府は財政健全化に向け、歳入の状況を見極めつつ歳出規模を極力抑制し、５～

10年以内に財政収支均衡を達成することを目標とし、07年度予算案（審議中）については、歳

出の伸びが歳入の伸びを超えないように編成されている。歳出は、国防費が前年比29.5％増加

したことなどから同5.9％増の１兆6,638億元、歳入は同9.2％増の１兆5,117億元となり、財政

赤字額は同18.7％減の1,521億元（ＧＤＰ比2.4％）と見込まれている。なお、政府は06年11月

に「2015年に向けた経済発展ビジョン－第１段階３年スパート計画（07～09年）－」を策定し、

具体的な目標として06～15年までの年平均成長率を５％、15年時点の一人当たりＧＤＰを３万

米ドル、失業率を４％以下とすることを掲げ、その実現のために産業発展、金融改革、人材育

成、インフラ投資、社会福祉の発展の５つの分野を中心とした各種政策に着手している。 

金融政策については、インフレ抑制及び実質金利を中立的な水準に引き戻すことを目的とし

て、政策金利（中央銀行再割引率）を04年10月以降、11回にわたり0.125％ポイントずつ引き上

げ、07年３月には01年10月以来の高水準となる2.875％とした。 
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